






















This study characterized indicators based on the principles of the SDGs and assessed the actual situation of 
local governments. Indicators classified into four types: input indicators, output indicators, intermediate 
outcome indicators, and final outcome indicators, and calculated relative scores of the assessment of efforts 
and outcomes using statistical data. Based on this result, conducted a correlation analysis of assessments 
among the four fields of economy, society, environment, and governance to quantitatively investigate which 
field's efforts lead to which field's outcomes. The future prospect is to investigate in more detail the 
relationship between efforts and outcomes in local governments using time series data. 





2015 年 9 月に「持続可能な開発のための 2030 アジェン
ダ[1]」が国連加盟国によって全会一致で採択された。その
中核を成す SDGs[注 1]は 17 のゴール、169 のターゲット




期待されている。日本政府は、2019 年 12 月に第 2 期「ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定し、「SDGs
の達成に向けた取組を行っている都道府県及び市区町村
の割合：60%」を 2024 年時点の KPI[注 2]として定めた[3]。

















































SDGs の 169 のターゲットをもとに分類した。そのため、
SDGs のターゲットに紐づかない形で提案されている〈.x〉
で示されるローカル指標に関しては分析対象外とした。以
上を踏まえ、ローカル指標の分類フローを図 1 に示す。 
 
 
図 1 ローカル指標の分類フロー 
 
（２）ローカル指標の分類結果 
図 2、表 1 にゴール別におけるローカル指標の分類結果













図 2 ゴール別における指標の分類結果 
３． SDGs 達成度の評価 
（１）SDGs 達成度の評価方法 



































































































1)Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標） 
2)Key Performance Indicator（重要業績評価指標） 
3)Geographic Information System（地理情報システム） 
本研究では、ESRI ジャパン株式会社の地理情報システ






1)United Nations：Transforming our world: the 2030 Agen

























表 1 地方創生 SDGs ローカル指標の一覧及び分類結果 
 
番号 指標名 番号 指標名 番号 指標名 
1.2.1.1 年間収入階級別の世帯割合 5.5.2 役員の女性の割合 11.6.2.4 二酸化硫黄（SO2）年平均値 
1.2.1.2 年間収入階級別の世帯割合の増減率 5.6.2 女性活躍推進計画の策定有無 11.6.2.5 PM2.5 濃度に対する環境基準達成率 
1.4.1 上水道普及率 5.a.1 女性の農業経営者割合 11.6.2.6 SPM 濃度に対する環境基準達成率 




6.2.1 人口 1 人当たりの公衆衛生費 11.7.1.2 可住地面積当たりの公民館数 
6.3.1 下水道処理人口普及率 11.7.1.3 可住地面積当たりの図書館数、公民館数 
1.a.1 生活保護費割合 6.3.2 河川BOD 11.7.1.4 可住地面積当たりの図書館面積 
1.a.2.1 衛生費割合 6.5.1.1 人口 1 人当たりの水道事業所数 11.7.1.5 可住地面積当たりの公民館面積 





1.a.2.3 教育費割合 11.7.1.7 人口 1 人当たりの公園数 
1.a.2.4 人口 1 人当たりの教育費 6.a.1 人口 1 人当たりの下水道費 11.7.1.8 人口 1 人当たりの公園面積 
1.a.2.5 （衛生費+教育費+生活保護費）割合 6.b.1 下水道事業着手率 11.7.1.9 可住地面積当たりの公園面積 
1.a.2.6 人口 1 人当たりの（衛生費+教育費+生活保護費） 7.2.1.1 新エネルギー発電割合 11.7.2 人口 1 人当たりの性犯罪者認知件数 
1.b.1 母子世帯への平均保護受給期間 7.2.1.2 世帯当たりの太陽光発電設備割合 11.a.1.1 市街化調整区域内人口割合 
（1.x.1 は分析対象外） 7.2.1.3 太陽光を利用した温水機器等がある住宅の割合 11.a.1.2 地域サポーターを設置している市区町村の割合 
2.1.1.1 栄養失調及びビタミン欠乏症における総患者割合 7.2.1.4 太陽光を利用した発電機器がある住宅の割合 11.b.1 
11.b.2 
11.c.1 
防災会議の設置有無 2.1.1.2 給食施設における栄養士の有無 7.3.1 エネルギー消費量当たりの県内総生産 
2.2.1 栄養状態が不良な 6 歳児の割合 （7.x.1～7.x.4 は分析対象外） 
2.3.1.1 農業従事者 1 人当たりの農業産出額 8.1.1.1 人口 1 人当たりの県内総生産 （11.x.1～11.x.9 は分析対象外） 
2.3.1.2 林業就業人口 1 人当たりの林業産出額 8.1.1.2 人口 1 人当たりの県内総生産 対前年増加率 12.2.1 1 人 1 日当たりのごみ排出量 
2.4.1 農業従事者 1 人当たりの経営耕地面積 8.2.1.1 就業者当たりの県内総生産 12.4.2 有害廃棄物割合 
2.a.1 投資額に対する農業産出額 8.2.1.2 就業者当たりの県内総生産 対前年増加率 12.5.1 ごみのリサイクル率 
3.1.1 人口 10 万人当たりの妊産婦死亡数 8.4.1 
8.4.2 




3.2.1 5 歳未満児死亡率 
3.2.2 新生児死亡率 8.5.2 失業率 
13.2.1.1 
地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計
画（区域施策編）の策定有無 3.3.1 人口 1,000 人当たりのHIV 感染者数 8.7.1 15-17 歳の就業者割合 
3.3.2 人口 10 万人当たりの結核感染者数 8.8.1 労災受給率 
13.2.1.2 
温暖化対策地方実行計画における気候変動適応計画
の策定有無 3.3.3.1 人口 1,000 人当たりのマラリアによる死亡者数 8.8.2.1 平均超過労働時間 
3.3.3.2 人口 1,000 人当たりのマラリア感染者数 8.8.2.2 離職率 13.3.1 公民館における環境保全活動の実施数 
3.3.4 人口 10 万人当たりのB 型肝炎による死亡者数 8.9.1 県内総生産当たりの観光消費 
13.3.2.1 
地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計
画（区域施策編）の策定有無 3.4.1.1 人口 10 万人当たりの心血管疾患による死亡者数 8.10.1 人口 1 人当たりの銀行数 
3.4.1.2 人口 10 万人当たりの癌による死亡者数 9.1.1.1 舗装道路割合 
13.3.2.2 
温暖化対策地方実行計画における気候変動適応計画
の策定有無 3.4.1.3 人口 10 万人当たりの糖尿病による死亡者数 
9.1.1.2 
最寄りの交通機関までの教理が〇〇ｍ以下となる普通
世帯割合 3.4.2 人口 10 万人当たりの自殺者数 （13.x.1 は分析対象外） 
3.9.1 人口 10 万人当たりの公害苦情件数 9.2.1.1 人口 1 人当たりの製造業粗付加価値額 14.4.1 漁獲量及び養殖収獲量の前年比増減率 
3.a.1 喫煙率 9.2.1.2 県内総生産当たりの製造業粗付加価値額 （14.x.1 は分析対象外） 
3.b.1 人口 1 人当たりの薬局数 9.2.2 製造業労働者割合 15.1.1 森林面積割合 
3.c.1 人口 1 人当たりの医師数 9.4.1 県内総生産当たりのCO2排出量 15.2.1 林業試験指導機関人員率 
（3.x.1～3.x.13 は分析対象外） 9.5.2 発明者数割合 15.4.1 鳥獣保護区割合 
4.1.1 小中学校登校者割合 9.a.1 土木費割合 15.5.1 面積当たりの絶滅危惧種数 





4.2.2.1 保育園登園割合 16.1.1 人口 1 人当たりの殺人認知割合 
4.2.2.2 幼稚園登園割合 9.c.1 インターネット普及率 16.1.3.1 人口 1 人当たりのわいせつ罪認知係数 
4.2.2.3 保育園・幼稚園割合 10.2.1.1 年間収入階級別の世帯割合 16.1.3.2 学校での暴力行為発生件数 
4.2.2.4 
最寄りの保育所までの距離別、3 歳未満、4 歳～5 歳
の子がいる普通世帯の割合 
10.2.1.2 年間収入階級別の世帯割合の増減率 16.1.4.1 人口 1 人当たりの刑法犯認知件数 
10.2.1.3 ジニ係数 16.1.4.2 人口 1 人当たりの街頭犯罪認知件数 
4.3.1 求職者 1 人当たりの職業訓練費 10.4.1 労働生産性 16.2.1 子育て支援に関する情報提供を実施している割合 
4.4.1 生徒 1 人当たりのコンピューター数 （10.x.1、10.x.2 は分析対象外） 16.2.2 人口 1 人当たりの略奪誘拐罪・人身売買の認知件数 
4.5.1.1 パリティ指数（小中学校） 11.1.1.1 ホームレス割合 16.3.1.1 人口 1 人当たりの粗暴犯の認知件数 
4.5.1.2 パリティ指数（高校・大学） 11.1.1.2 最低居住面積水準以下世帯割合 16.3.1.2 刑法犯検挙率 





16.4.1 人口 1 人当たりの賭博認知件数 
4.7.1 人口 1 人当たりの社会教育施設割合 
16.4.2 
人口 1 人当たりの組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益
の規制に関する法律の認知件数 4.a.1.1 学校におけるインターネット接続率 11.3.1.1 人口増減 
4.a.1.2 学校におけるコンピューター設置割合 11.3.1.2 人口自然増減 16.5.1 
16.5.2 
人口 1 人当たりの賄賂罪の認知件数 
4.a.1.3 人口 1 人当たりの特別支援学校数 11.3.1.3 人口社会増減 
4.a.1.4 小中学校学生 1 人当たりのトイレ数 11.3.1.4 市街地調整区域面積割合 16.7.1 都道府県議会議員の女性の割合 
4.c.1 都道府県別「教員の ICT 活用指導力」の状況 11.3.1.5 市街地調整区域内人口割合 16.9.1 5 歳未満人口割合 
5.1.1 女性活躍推進計画の策定有無 11.4.1 平均文化財保存事業費（補助金の交付額） 17.1.2.1 財政力指数 
5.2.1 人口 1 人当たりの配偶者からの暴力相談件数 11.5.2 災害復旧費割合 17.1.2.2 地方税割合 
5.2.2 女性人口 1 人当たりの強制わいせつの認知件数 11.6.1 廃棄物の最終処分割合 17.1.2.3 自主財源の割合 






5.4.1.2 待機児童数割合 17.8.1 インターネット普及率 
5.5.1 都道府県議会議員の女性の割合 11.6.2.3 窒素酸化物（NOx）年平均値 17.17.1 地域サポーターを設置している市区町村の割合 
【凡例】 
インプット指標 アウトプット指標 中間アウトカム指標 最終アウトカム指標 
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図 3 全国自治体における SDGs 達成度の取組評価・成果評価 
ガバナンス 
ゴール 17（実施手段） 
環境 
ゴール 6（水・衛生）、13（気候変動）、14（海洋資源）、15（陸上資源） 
経済 
ゴール 8（成長・雇用）、9（イノベーション）、 
10（不平等）、12（生産・消費） 
社会 
ゴール 1（貧困）、2（飢餓）、3（保健）、4（教育）、 
5（ジェンダー）、7（エネルギー）、11（都市）、16（平和） 
